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（1）事業概要
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桶川市は「桶川市第六次総合計画（R5〜14年度）」により、圏央道イン
ターチェンジの周辺地域の一部を「複合開発エリア」に位置づけ、物流業や
製造業などの産業施設の立地誘導を支援しています。令和8年3月には、埼玉
県から「桶川北本インターチェンジ周辺東部地区」が産業誘導地区に選定さ
れ、今後は県と市が連携して産業基盤づくりをさらに推進していきます。

本地区

事業概要について

（資料）桶川市第六次総合計画
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事 業 名 桶川北本インターチェンジ周辺東部地区土地区画整理事業

施 行 予 定
区 域

所在地 桶川市大字川田谷地内

施行面積 20.2ha

区域区分 市街化調整区域（用途地域：無指定）

農振農用 青青（農業振興地域内、農用地区域内）

農地区分 第1種及び第3種農地

開 発 手 法 市街化区域編入（飛地）による土地区画整理事業

（民間事業者による個人施行方式）

施 行 期 間 令和9年度から令和16年度まで※事業者による目標期間

同 意 状 況 同意率  100％

・権利者数 78名（公有地を除く）

・筆  数 約434筆

・家屋数 約31戸 ※筆数、家屋数は、R8.3.30時点

事業概要について
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事業概要について

本地区では、土地区画整理事業により土地活用の集約化を
図り、産業施設の誘致を予定しています。
地区の一部には、地区内に居住される方に利用いただくエ

リアを整備する予定です。

物流施設などの
工業系を立地誘導

するエリア

土地利用計画（案）

居住利用
などを行うエリア

既存工場



（2）都市計画について

①都市計画の変更

②今後の予定
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「都市計画」とは

都市計画の変更

都市計画法に基づき、

「都市の健全な発展と秩序ある整備」
を目的として、土地利用・道路や公園
などの都市施設整備・市街地開発事業
のあり方を総合的に定める

「まちづくりの基本計画」です。
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本地区は、以下の５つの都市計画を変更します。

都市計画の変更

■区域区分（市街化区域編入）

■用途地域（工業専用地域・工業地域の指定）

■防火地域・準防火地域

■地区計画

■土地区画整理事業

現在は「市街化調整区域」ですが、土地区画整理事業の実施に伴い「市街化区域」に編入します。

本地区は、工業系の土地利用を図るため、「工業専用地域」および「工業地域」を指定します。

本地区は、市街化区域の編入にあわせて「準防火地域」を定めます。

本地区は「地区計画」を定め、まちづくりの具体的なルールを決定します。

本事業（土地区画整理事業）は都市計画事業として施行予定です。
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本地区は、現在「市街化調整区域」ですが、土地区画整理
事業の実施に伴い「市街化区域」に編入します。

都市計画の変更

区域区分の変更

都市計画区域
・都市としての一体性・将来動向
を勘案して指定される区域

市街化区域
・既に市街地を形成している区域
・概ね10年以内に優先的に市街化を進めるべき区域

市街化調整区域
・市街化を抑制すべき区域

主に
農地や
山林等

主に
住宅や商業
施設、工場等

（資料）国交省



10

• 市街化区域では、少なくとも用
途地域を定める。
（都市計画法第13条）

• 用途地域は、良好な住環境の保
護や、商工業の利便の増進を図
り、望ましい市街地の形成を誘
導するために定める。
（都市計画法第8条、第9条）

• 用途地域の種類により、建築で
きる建築物や工作物の用途を定
めたり、建築物等に対して、建
ぺい率、容積率、高さなどの形
態に制限を加えることができる。
（都市計画法第10条）
（建築基準法第48条）

本地区は、市街化区域への編入にあわせて「用途地域」を定めます。

都市計画の変更

用途地域

桶川都市計画図

本地区
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用途地域とは、住居、商業、工業など市街地の大枠としての土地利
用を定めるもので、用途地域の指定に応じて、建てられる建物の種類
等が決まります。
市街化区域では、１３の地域（用途地域）を設定し、計画的なまち

づくりを進めています。 （※桶川市には、「田園住居地域」はありません。）

（引用）国土交通省「みらいに向けたまちづくりのために」

都市計画の変更

用途地域とは
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主に軽工業の工場やサービス施設等が立
地する地域です。危険性、環境悪化が大
きい工場のほかはほとんど建てられます。

本地区では３種類の工業系のうち、工業地域および工業
専用地域を指定します。

工場・物流施設等が建てられる地域です。
住宅やお店は建てられますが、学校、病
院、ホテルなどは建てられません。

工場・物流施設等のための地域です。工
場・物流施設等は建てられますが、住宅、
お店、学校、病院、ホテルなどは建てら
れません。

指
定
予
定

都市計画の変更

用途地域の指定
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工業専用地域

用途地域については、工業系の土地利用を図るため、「工業地
域」及び「工業専用地域」を指定します。

工業地域

都市計画の変更
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都市計画の変更

建蔽（けんぺい）率・容積率

建物の建築面積の敷地面積に対する割合
であり、敷地内に一定の空地を確保する
ためのルール

建物の延べ面積(床面積の合計)の敷地面
積に対する割合であり、建物の密度を抑
制するためのルール

敷地面積

建築面積

敷地面積

延べ面積

建蔽率 =
建築面積

敷地面積
容積率 =

延べ面積

敷地面積

本地区は建蔽率60％、容積率は200％を指定する予定です。
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防火地域・準防火地域・法22条区域

防火地域・準防火地域・建築基準法第22条区域とは「市街地に
おける火災の危険を防除するため」に指定されるエリアです。

都市計画の変更

火災危険度の高い市街地
中心部に防火地域、その周
辺部に準防火地域、さらに
その外周部に法22条区域
が指定され、外壁・屋根等
の不燃化が求められます。

（資料）HOME4U



16

防火地域・準防火地域・法22条区域の違い

都市計画の変更

◎防火地域
駅前など商業・業務施設が集積し多くの人が集まる地域や災害時の

拠点・緊急車両通行路沿道等に指定し、耐火建築物等の建築を義務付
ける地域

○準防火地域
防火地域周辺の住宅等が分布する地域に指定し、規模・階数に応じ

た耐火・準耐火・防火措置を義務付ける地域

△法22条区域
防火地域・準防火地域以外の市街地に指定し、屋根の不燃化を義務

付ける区域

◎防火地域 > ○準防火地域 > △法22条区域
というイメージです。
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防火地域（建築基準法第61条） 準防火地域（建築基準法第62条）

防火地域・準防火地域

本地区では準防火地域を地区全域に指定します。これによ
り、区域内の建物は一定の建築制限が課せられます。

都市計画の変更

（資料）国交省
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準防火地域

準防火地域内の一般的な木造２階の一戸建て住宅について
は、以下の防火措置をした建築物とする必要があります。

都市計画の変更

（引用）埼玉県「みんなで取り組もう火災に強いまちづくり～建築物等の不燃化のすすめ～
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地区計画とは、地区の特性に応じて「まちづくりのルール」を
定めるものです。本地区においても、良好な生活環境の形成を図
るために地区計画を定めます。なお本市では、既に11地区で定め
ています。

地区計画

（引用）東京都都市整備局

都市計画の変更
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１

２ ３

５

６

７ ８

９
11

４

１０

本地区

桶川市の地区計画決定状況

都市計画の変更

桶川市の地区計画

１ 桶川駅西口地区

２ 下日出谷西地区

３ 坂田東地区

４ 上日出谷南地区

５ 朝日地区

６ 神明地区

７ 坂田西地区

８ 坂田小松住宅地区

９ おけがわ団地地区

10 下日出谷東地区

11 加納原地区

※決定年次順
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地区計画（土地利用の方針）

都市計画の変更

地区区分 土地利用の方針

工業地区
A

工業・物流施設を主体とす

る工業市街地としての土地

利用を目指す。

工業地区
B

既存の工場を活かした工業

市街地を目指す。

工業地区
C

工業地区として適正な土地

利用を図るとともに、周辺

の住環境と調和した市街地

を目指す。

地区計画を定める区域は本地区の全域とします。地区区分
は以下の通りとし、それぞれの地区に応じた土地利用の方針
を定めます。
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地区計画（地区施設の配置）

都市計画の変更

地区施設 地区施設の配置

道路・公園・広場 各種区画道路・公園・広場を地区施設に位置づける。

緩衝緑地帯
工業地区A・Bの外周部に、屋敷林をイメージした緩衝緑
地帯を配置する。

（例）緩衝緑地帯２号幅員構成
※イメージ

地区計画では、地区内に必要な道路・公園・広場などを地
区施設に位置付けます。
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地区計画（建築物等の整備の方針）

都市計画の変更

工業地区A 工業地区B 工業地区C

①建築物等の用途の制限 〇 〇 〇

②敷地面積の最低限度 〇
(１０,０００㎡)

〇
(１０,０００㎡)

〇
(１００㎡)

③壁面の位置の制限 〇 〇 ―

④建築物等の高さの最高限度 〇
(38ｍ)

〇
(31ｍ)

〇
(10ｍ)

⑤建築物等の形態・色彩・
意匠の制限

〇 〇 ―

⑥建築物の緑化率の最低限度 〇
(20％)

〇
(20％)

〇
(20％)

ただし、建築物の敷地面積が１,０００㎡以上の
土地に限る。

⑦垣又はさくの構造の制限 〇 〇 〇
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地区計画（①建築物等の用途の制限）

都市計画の変更

工業地区A 工業地区B 工業地区C

(1)集会場 
(2)老人福祉センター等
(3)神社、寺院 等
(4)カラオケ等
(5)畜舎
(6)自動車教習所
(7)準工業地域で建てられない建築物
(8)ガソリンスタンドを含む危険物の貯蔵

又は処理施設（敷地内建築物の供給処
理に伴う危険物の貯蔵庫を除く。）
(9)墓地等
(10)ペット霊園等
(11)産業廃棄物処理用の建築物等
(12)金属の溶融又は精練を営む工場
(13)瓦、れんが、土器等の製造を営む
工場
(14)ガラスの製造又は砂吹を営む工場

(1)集会場 
(2)老人福祉センター等
(3)神社、寺院等
(4)カラオケ等
(5)畜舎
(6)自動車教習所
(7)準工業地域で建てられな
い建築物（コンクリート工場を除く）
(8)ガソリンスタンドを含む危険物の貯蔵

又は処理施設（敷地内建築物の供給処
理に伴う危険物の貯蔵庫を除く。）
(9)墓地等
(10)ペット霊園等
(11)産業廃棄物処理用の建築物等
(12)金属の溶融又は精練を営む工場
(13)瓦、れんが、土器等の製造を営む
工場
(14)ガラスの製造又は砂吹を営む工場

(1) 第一種住居地域で建てられない建
築物
(2)ボーリング場等
(3)自動車教習所
(4)畜舎

地区の特性に合わせ、以下の建築物を建てられないよう用途制限を
地区全体に設けます。
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地区計画（②敷地面積の最低限度）

都市計画の変更

工業地区A・B 工業地区C

敷地分割による宅地の細分化を防止するため、敷地面積の最低限度
の制限を地区全体に設けます。

敷地面積を10,000㎡以上に分割する事は可
能ですが、10,000㎡未満に分割することは
出来ません。

敷地面積を100㎡以上に分割する事は可能
ですが、100㎡未満に分割することは出来
ません。
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工業地区A・B

地区計画（③壁面の位置の制限）

都市計画の変更

周辺住宅への圧迫感の軽減等のため、壁面の位置の制限を設けます。
工業地区A・Bのみ制限を設けます。（工業地区Cは制限なし）
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地区計画（④建築物等の高さの最高限度）

都市計画の変更

工業地区A 工業地区B 工業地区C

日照の確保やまち並みの調和を図るため、建築物の高さの最高限度
を設けます。
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地区計画（⑤建築物等の形態・色彩・意匠の制限）

都市計画の変更

工業地区A・B

良好な景観形成に支障を及ぼす工場・倉庫等の立地を抑制するため、
建築物及び工作物（高架水槽など）の外観は、周囲の眺望・景観と調
和するように刺激的な色彩や装飾を工業地区A・Bのみ制限します。
また、屋外広告物は、周辺の眺望・景観と調和するよう位置、大き

さ、設置方法、色彩、装飾等に配慮するよう制限します。

周辺の眺望・景観と調和するよう配慮



29

地区計画（⑥建築物の緑化率の最低限度）

都市計画の変更

敷地面積の20％以上を樹木や生け垣、花壇などで緑化することで、
周辺の景観のやすらぎや、環境負荷の軽減を図るため、緑化率の最
低限度を設けます。

2.5ｍ
以下

例）敷地1,000㎡の場合
⇒200㎡以上の
緑化が必要となります。

※敷地面積が1,000㎡以上
の土地に限ります

建物
（工場・倉庫等）

屋上緑化等

緩衝緑地帯

緑地 等

樹木

花壇

駐
車
場
等
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地区計画（⑦垣又はさくの構造の制限）

都市計画の変更

道路に面する部分に垣・柵を設置する場合は、以下の制限を設けます。

１．生垣
２．宅地地盤面から高さ６０cm 以下の基礎の上に透視可能なフェンス・さくを

施したものでその高さの合計が宅地地盤面から２．０m以下のもの
３．宅地地盤面から高さ６０cm以下の基礎の上に植栽を施したもの
４．１から３を組み合わせたもの

2.5ｍ以
下

2.0ｍ
以下

60ｃｍ
以下
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Ａさん

Ｂさん
Ｇさん

Ｆさん
Ｄさん

整 理 前

Ｃさん
Ｅさん

Ａさん

Ｂ
さん

Ｅ
さん

Ｆ
さん

公
園

整 理 後

Ｃ
さん

Ｄさん

Ｇ
さん

土地区画整理事業とは、「見通しのよい広い道路」「公園や広
場などの公共施設」などを整備し、土地の区画を整え、宅地利用
の増進を図る事業です。

本地区では、土地区画整理事業により土地活用の
集約化を図り、産業施設の誘致を予定しています。

土地区画整理事業

都市計画の変更
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今後の予定

◆区域区分（埼玉県決定）

期 間 令和８年７月１４日（火）～７月２８日（火） （２週間）

時 間 午前８時３０分～午後５時１５分 （※土日祝除く）

場 所
埼玉県都市計画課、北本県土整備事務所
桶川市都市計画課（市役所４階）、県・市ホームページ

都市計画原案の閲覧（実施中）

公述申出がある場合、以下のとおり、公聴会を開催いたします。

日 時 令和８年８月６日（木） 午後２時３０分～

場 所 桶川市市役所旧分庁舎会議室１

公述申出
令和８年７月２８日（火） 午後５時１５分までに
県都市計画課または市都市計画課まで持参または郵送
（※県電子申請届出サービスによる提出も可）
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今後の予定

都市計画原案の閲覧（縦覧）実施中

◆地区計画、用途地域、準防火地域、土地区画整理事業（桶川市決定）

期 間 令和８年７月１４日（火）～７月２８日（火） （２週間）

時 間 午前８時３０分～午後５時１５分 （※土日祝除く）

場 所
桶川市都市計画課（市役所４階）
市ホームページ

地区計画の原案について、以下の方は意見書の提出が可能です。

提出対象 地区計画の区域内の土地所有者または利害関係人

提出方法
令和８年８月４日（火） 午後５時１５分までに
市都市計画課まで持参または郵送
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今後の予定

年 月 内 容 （予定）

都市計画の変更案の縦覧

市都市計画審議会

都市計画決定告示

今後は以下の通り、都市計画変更手続きを進めてまいります。

令和９年初め頃

令和８年１２月頃

令和９年夏から秋頃



ありがとうございました。
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